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熊労発基0512第 5号

令 和 5年 5月 12日

各 位

熊本労働局長

(公印省略)

個人サンプリング法による作業環境測定及びその結果の評価に

関するガイドラインの一部改正について

労働基準行政の推進につきましては、格段の御理解、御協力を賜り厚く御礼

申し上げます。

さて、標記については、作業環境測定法施行規則の一部を改正する省令

(令 和 2年厚生労働省令第 8号 )及び作業環境測定基準等の一部を改正

する告示 (令和 2年厚生労働省告示第 18号 )が、令和 2年 1月 27日 に公布

及び告示され、令和 3年 4月 1日 か ら個人サンプリング法による作業環

境測定が選択的に実施できることとなるとともに、「個人サンプリング法
による作業環境測定及びその結果の評価 に関するガイ ドライン」 (以 下
「ガイ ドライン」という。)が策定されたところです。

今般、作業環境測定基準及び第三管理区分に区分された場所に係る有
機溶剤等の濃度の測定の方法等の一部を改正する告示 (令和 5年厚生労
働省告示第 174号 )が、令和 5年 4月 17日 に告示され―令和 5年 10月 から

個人サンプリング法の測定対象物質等が拡大されるため、併せてガイ ド
ラインの一部が別添 1(新 旧対照表)の とお り改正され、改正後のガイ ド
ラインは別添 2の とお りとなります。

つきましては、貴下会員等に対 し、本ガイ ドラインの改正内容を周知い

ただきますようお願い申し上げます。

担当

労働基準部健康安全課

安全衛生係長 近藤
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個人サンプリング法による作業環境測定及びその結果の評価に関するガイドライン について

個人サンプリ/グ法による作業環境測定及びその結果の評価に関す

るガイ ドライン

第1 趣旨等

1 (略 )

2 個人サンプリング法による作業環境測定の対象となる測定

個人サンプリング法による作業環境測定の対象となる測定に

ついては、個人サンプリング法の特性が特に発揮できるものとし

て次のとおり規定されていること。 ´

(1)労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号。以下「令」

という。)別表第31手掲げる特定化学物質のうち、令別表第3第 1

号6又は同表第2号生_3の 2、 5、 8か ら■まで、13、 13の 2、 L
15の 2、 19、 19の 4(20から22ま で、23、 23の 2、 27の 2、 旦

螂 の 2から38ま で、34の 3若しくは36に掲げるもの工以下

「個人サンプリング法対象特化物」という。)及び鉛に係る測

定。

(2)令別表第6の 2第1号から第47号までに掲げる有機溶剤及び

特定化学物質障害予防規則(昭和47年労働省令第39号。以下「特

化則」という。)第2条第3号の21こ規定する特別有機溶剤(以下

「有機溶剤等」という。)に係る測定で行われるもの。

個人サンプリング法による作業環境測定及びその結果の評価に関す

るガイ ドライン

第1 趣旨等

1 (略 )

2 個人サンプリング法による作業環境測定の対象となる測定

個人サシプリング法による作業環境測定の対象となる測定に

ついては、個人サンプリング法の仲陛が特に発揮できるものとし

て次のとおり規定されていることも           
′

(1)労働安全衛生法施行令(昭和47年政令第318号。以下「令」と

いう。)別表第3に掲げる特定化学物質のうち、管理濃度の値が

低いもの(令別表第3第 1号6又は同表第2号3の 2、 9か ら■まで、

■3、 13の 2、 19、 21、 22、 23若 しくは27の2に掲げるものをい

立L以下「低管理濃度特定化学物質」という:)みび鉛に係る測

定。 !

(2)令別表第6の2第 1号から第47号までに掲げる有機溶剤及び

特定化学物質障害予防規則(昭和47年労働省令第39号。以下「特

化貝U」 という。)第2条第3号の21こ規定する特別有機溶剤(以下「有

機溶剤等」という。)に係る測定のうち、塗装作業等有機溶剤等

の発散源の場所が一定しない作業が行われる単位作業場所で

1口新
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(3)粉 じん (渉離 けい酸 の合有率が柾 めて高い ヰぅのを除 く。)に係

る測定

3・ 4 (略 )

第2 C測定の実施

事業者又は測定機関等は、次に掲げるところにより、C測定(測

定基準第10条第5項第1号から第4号までの規定により行 う測定

(測定基準第11条第3頂及び第13条第5項において準用する場合を

含む。)をい う。以下同じ。)を 実施することと   
イ

1 (略 )

2 試料空気の採取等及び均等ばく露作業

(1) (略 )

(2)試料採取機器等の装着は、単位作業場所において、労働者に

ぼく露される第1の2(1)か ら(3)の物質(以下「測定対象物質」と

いう。)の量がほぼ均―であると見込まれる作業ごとに、それ

ぞれ、適切な数の労働者に対して行うこと。ただし、その数は、

それぞれ、5人を下回つてはならないこと。

(3)か ら(5) (μ各)

3・ 4 (略 )

行われるもの。

なお、「塗装作業等Jの 「等Jには、発散源が作業に従事す

る労働者 とともに移動 し、当該発散源 と当該労働者の間に定置

式の試料採取機器等を設置することが困難な作業が含まれる

こと。

(新設 )

3・ 4 (略 )

第2 C測定の実施

事業者又は測定機関等は、次に掲げるところにより、C測定徹J

定基準第10条第5項第1号から第4号までの規定により行 う測定

(測定基準第11条第3項及び第13条第5項において準用する場合を

含む。)をい う。以下同じ。)を実施すること。

1 (略 )

2 試料空気の採取等及び均等ばく露作業

(1) (略 )

(2)試料採取機器等の装着は、単位作業場所において、労働者に

ばく露される第1の2(1)及び(2)の物質(以下「測定対象物質」と

いう。)の量がほぼ均下であると見込まれる作業ごとに、それぞ

れ、適切な数の労働者に対して行 うこと。ただし、その数は、

それぞれ、5人を下回つてはならないこと。

(3)か ら(5) (冊各)                   ｀

3・ 4｀ (略 )
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第3から第5 (冊各)

第6 作業環境測定の結果及びその評価の記録の保存

事業者は、次に掲げるところにより、作業環境測定の結果及び

その評価の記録を保存すること。

1(1) (略 )

(2)記録の保存

記録の保存については、久のとおりiと すること。

ア 個人サンプリング法対象特化物及び鉛に係る測定につい

ては3年間。ただし、令別表第3第 1号61こ掲げる物又は同表第

2号3の 2、 5( 8、  8の 2、 13の 2、 15、 15の 2、 19、 19の

4、 23の 2、 26、 27の 2、 30、 31の 2、 32'誉 しくイま34の 3

に掲げる物に係る測定並びにクロム酸等(特化則第36条第3

項に規定するものをいう。)を製造する作業場及びクロム酸

等を鉱石から製造する事業場においてクロム酸等を取り扱

う作業場について行つた令別表第3第2号 11文は21に掲げる

物に係る測定(以下「クロム酸等に係る測定」という。)につ

いては30年間。

イ  (略 )

2(略 )

第3か ら第5 (1各 )

第6 作業環境測定の結果及びその評価の記録の保存

l  事業者は、次に掲げるところにより、作業環境測定の結果及び

その評価の記録を保存すること。
′

1(1) (略 )

(2)記録の保存  |
記録の保存については、次のとおりとすること。

ア 低管理濃度特定化学物質及び鉛に係る測定については3年

間。ただし、令別表第3第 1号 6イこ掲げる物又は同表第2号3の 2、

13の 2、 19若 しくは27の 21こ掲げる物に係る測定並びにクロ

ム酸等(特化則第36条第3項に規定するものをしヽう。)を製造す

る作業場及びクロム酸等を鉱右から製造する事業場におい

てクロム酸等を取り扱 う作業場について行つた令別表第3第

2号11又は21に掲げる物に係る測定(以下「クロム酸等に係る

測定」という。)については30年間。

(略)

2

イ

(略 )
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別紙 1

管理濃度

別紙 1

管理濃度

1 低管理濃度特定化学物質ン ン

(略 )

(新設)

(略 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(略 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(略 )

管理濃度

(新設 )

(新設 )

(新設 )

オル トーフタロジニ トリル

(略 )

(新設 )

(新設 )

3,3'1ニジクロロニ4,4'ニジアミ

ノジフェニルメタン

物の種類

(略 )

(新設 )

(略 )

法令番

号 (※ )

令別表第 3第 1号

(略 )

令別表第 3第 1号

(新設)

(略 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

9

(略 )

(新設 )

(新設 )

19

管理濃度

(略 )

2っっm

(略 )

l pl)m

1っっm

(略 )

(略 )

2 ppm

ア ンチモ ン として0.1

mg/m3

(略 )

(略 )

アクリロニトリル

(略 )

エチレンオキシ ド

オーラミン

オル トーートアレィジン

オル トーフタロジニ トリル

(略 )

酸化プロピレン

二酸化ニアンチモ ン

3,3'=ジ クロロ予4,4ラ
=ジ

ア

ミノジフェニルメタン

物の種類

19

法令番

号 (※ )

令別表第 3第 1号

(略 )

令別表第 3第 1号

2

(略 )

5

8

8の 2

9

(略 )

15

15の 2
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(新設)

(新設 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(略 )

(新設 )

(新設)

(新設 )

(新設)

(新設 ) (新設 ) (新設 )

(新設 ) (新設 ) (新設 )

備考  (略 )

(※)法令番号は、令別表第 3の番号である。

2 鉛  (略 )

(新設)

(新設 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(冊各)

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設)

(新設 )

(μ各)

(新設 )

(新設 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

o_l mJm3

類

(略 )

10pOm

(略

マンガンとして0.05 mg/

m3

5マイクロメー トアレ以上の

繊維 として0.3木毎立方セン

チ メー トル

0.生p■1

備考  (略 )

(※)法令番号は、令別表第 3の番号である。

2 鉛  (略 )

二・三―ジクロ

ロビニル ホスフェノFト

臭化 メチル

(略 )

ナフタレン

パラージメチルアミノアゾ

ベンゼン

(略 )

ベンゼン

ホルムアァレデヒド

マゼンタ

マ ンガン及てバそのイ階合物

リフラク トリーセラミヽヽノタ

ファイバー

硫酸ジメチル

19の 4

20

(略 )

23の 2

26

(略 )

30

31の 2

32

33

34の 3

36
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3 有機溶剤 3 有機溶剤

(略 )

L50ppm

200Dom

50ppm

(略 )

と,Oppm

とOppm

(略 )

200ppm

(略 )

25,pm

管理濃度

(略 )

25ppmオル トージタロルベンゼン

(略 )

肇酸ノルマルーブチル

弊酸ノルマループロピル

弊酸 ノルマルーペ ンチル傷U名酢酸 ノルマル

ーア ミアレ)

(略 )

と,2ニジクロルエチレン傷U名 二塩化アセチレ

ン)

ド,N=ジメチルホ′レムアミド

(略 )

と,1,1ニ トリクロルエタン

(略 )

と―ブタノール

物の種類

(略 )

※)

管理濃度

(略 ) (略 )

0

(略 )(略 )

一９

(略 )(μ各)

(辟各)(略 )

(略 )(略 )

物の種類

(略 )

オル トージクロルベンゼン

(略 )

弊酸ノルマアレーブチル

弊酸ノルマループロピル

肇酸 ノルマルーペ ンチル傷町名酢酸 ノルマル

エア ミル )

(略 )

1,2=ジクロ″エチレン(丹J名二塩化アセチレ

ン)

N,Nニジメチルホルムアミド

(略 )

1,1,1-ト リクロルエタン

(略 )

1-ブタノール

(略 )

Z8

30

(略 )

35

(略 )

40

法令番号

(※ )

(略 )

10

(略 )

19

20

21
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―ブタノールブタノール1

77 チルケトンチルーノルマルーブルマルーブチルヶ トンチ′咋

この表の管理濃度の値は、温度25度、1気圧の空気中における

濃度を示すと

この表の管理濃度の値は、温度25度、1気圧の空気中における

濃度を示す。              ・

管理濃度

(μ各)

10ppm

10ppm

lppm

(略 )

lpp血

(略 )

備考  (略 )

物の種類

(冊各)

1,生ジオキサン

1,2三ジクロロエタン(丹可名二塩化エチレン)

と,歩 ジクロロプロパン

(略 )

1,1,2,牡テ トラクロロエタン傷け名四塩化

アセチレン)

(略 )

法令番号

(※ )

(略 )

18の 3

18の 4

19の2

(略 )

22の3

(略 )

4 特別有機溶剤 4

管理濃度

(μ各)

10ppm

10ppm

とっっm

(略 )

lppm

(略 )

物の種類

)略(

と,生 ジオキサン

と,2ニジクロロエタン傷U名 二塩化エチレン)

と,2-ジクロロプロパン

(略 )

1,1,2,2ニテ トラクロロエタン(丹 U名 四塩化

アセチレン)

(冊各)

法令番号

(※ )

(略 )

18の3

18の4

19の2

(略 )

22の 3

(略 )

備考  (冊各)
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次の式により算定される値

この式において、E及び Qは、そ

れぞれ次の値を表すものとする。
管理濃度 (単位 m貿/五

3)

Q 当該粉 じんの遊離けい酸含有

率 (単位 パエセン ト)

1.19Q+1

E= 3.0

E

=
は炭素の粉 じん

5 粉じん (羅 )
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丹J和氏2 月lJ対氏2

試料採取方法及び分析方法 試料採取方法及び分析方法

1 ンン プ 1

分析方法

(μ各)

(略 )

(略 )

(略 )

物の種類

(略 )

法令番

号 (※ )

(略 )

(略 )

(略 )

一 液体捕集方法に

あつては、吸光光度

分析方法

二 固体捕集方法又

は直接捕集方法に

あっては、ガスクロ

マ トグラフ今析方

(略 )

ガスクロマ トグラフ

分析方法

(略 )

液体捕集方

法、固体捕集

方法又は直接

捕集方法

(略 )

固体捕集方法

又は直接捕集

(略 )

(略 )

エチレンオキシ

ボ
一

法令番

号 (※ )

(略 )

(略 )
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吸光光度分析方法

ガスクロマ トグラフ

分析方法

(略 )

(略 )

ガスクロマ トグラフ

分析方法

原子吸光分析方法

(略)

ガスクロマ トグラ

フ分析方法

液体捕集方法に

あうては、吸光光度

ろ過捕集方法

固体捕集方法

(略 )

(略 )

固体捕集方法

ろ過捕集方法

(略 )

固体捕集方

法

液体捕集方

オーラミン

オル トートルイ

ジ ン

オル トーフタロ

ジニ トリル

(略 )

酵イヒプ ロピレン

三酸 イヒニ ア ンチ

モ ン

3, 3'三ジク

ロロ
=4, 4'

― ジア ミノジ

フェニルメタン

ジメチルーニ・

ニージクロロビ

ニァレホスフェイ

ト

臭化メチァレ

8

8の 2

9

(略 )

15

15の 2

19

19の 4

20

(新設)

(新設 )

(略 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(略 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

オル トーフタロ

ジニ トリル

(略 )

(新設)

(新設 )

3, 3'― ジク

ロロニ 4, 4'

―ジア ミノジフ

ュニルメタン

(新設 )

(新設 )

(新設 )

9

(略)

(新設 )

(新設 )

19

(新設 )
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分析方法

二 固体捕集方法又

は直接捕集方法に

あっては、ガス、クロ

マ トグラフ/ヵ` 新方

法

(略 )

ガスクロマ トグラ

フ今析方法

吸光光度分析方法

(略 )

一 液体捕集方法に

あつては、吸光光度

分析方法

二 固体捕集方法又

は直接捕集方法に

あっては、ガスクロ

マ トグラフ分析方

法

法、固体捕集

方法又は直接

捕集方法

(略 )

固体捕集方法

ろ過捕集方法

(略 )

液体捕集方

法、固体捕集

方法又は直接

捕集方法

(略 )

ナ フタ レン

パラージメチル

アミノアゾベン

ゼ ン

(略 )

ベンゼン

(略 )

23の 2

26

(μ各)

30

(新設)

(新設 )

(略 )

(新設 )

(新設)

(略 )

(新設 )

(新設 )

(冊各)

(新設)

(新設 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(略)

(新設)

(新設 )

(H各 )

(新設 )

(新設 )

(略 )

(新設 )

(新設 )

(略 )

(新設)
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ガスクロマ トグラフ

分析方法又は高速液

体クロマ トグラフ分

析方法

吸光光度分析方法

吸光光度分析方法又

は原子吸光分析方法

計数方法

三 液体捕集方法に

あっては、吸光光度

分析方法

二 固体捕集方法又

は直接捕集方法に

あつては、ガスクロ

マ トグラフ今析方

法

ろ過捕集方法

方法

分粒装置を用

いるろ渦捕集

ろ過捕集方法

液体捕集方

法、固体捕集

方法又は直接

補集方法

固体捕集方法ヒ

ド

ホル ムア

マゼンタ

マンガン及びそ

の化合物

セラミックファ

リフラクトリー

イバー

硫酸 ジメチル

31の 2

32

３ ３

一

34の 3

３６

一

(新設)

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設)

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設)

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設)

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(新設 )

(※ )法令番号は、令別表第 3の番号である。 (※ )法令番号は、令別表第 3の番号である。
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2 鉛  (略 )

3 有機溶剤

3

2 鉛  (略 )

(略 )

(略 )

(略)

(略 )

(略 )

(略)

(略 )

ルムアミドル ホ

郎,Nニ ジメチ

1;2ニツクロ

ルエチレン (別

名二塩化アセチ

レン )

(略)

酢酸ノ″マルニ

ペンチル (別名

酢酸ノルマルー

ア ミル )

(略)

オル トニジクロ

ルベンゼン

(略)

物の種類

30

(略)

(略)

10

(略)

(略)

(略)

(略)

(略)

(略 )

(略 )

ムアミドルホル

N,N=ジ メチ

1,2=ジ クロ

ルエチレン (別

名二塩化アセチ

レ ン )

(略 )

酢酸ノノイマル
=

ペンチル (別名

酢酸ノルマルー

ァミル)

(略 )

ンゼンル ベ

オルト
=ジ

クロ

(程各)

物の種類

30

(略)

21

(略)

10

(μ各)

法令番

号 (※ )

13/16



(略)

(略 )

(略 )

(略 )

(冊各)

(略 )

(冊各)

(μ各)

(略)

(μ各)

ヅクロルエタン

ト11  1,  1

タノール1-ブ

タノール2-ブ

(略 )

メチル ニノアレマ

ィレーブテルケ ト

ン

物の種類

(略)

4ニジォキ

サ ン

1

ロエタン

1,2三ジクロ

(略 )

35

(冊各)

40

41

(略)

47

法令番

号 (※ )

(冊各)

18の 3

(略 )

(略 )

(略)

(略 )

(略)

(略)

(冊各)

(略)

(μ各)

(μ各)

(冊各)

(μ各)

(μ各)

(冊各)

(μ各)

試料採取方法

(冊各)

(μ各)

(略)

ト111

タ ンノクロルi

(冊各)

タノール1-ブ

タノール2-

(略)

メチルーノアレマ

ルーブチルケ ト

ン

物の種類

(略)

4E=ジオキ

サ ン

1

ロエタン

1, 2=ジクロ

(略)

35

(μ各)

40

41

(μ各)

47

法令番

号 (※ )

(μ各)

18の 3

18の 4

(※ ) 法令番;は、令卿表第 6の 2の番号である。
(※ ) 法令番号 |ま、令

「 u表第 6の 2の番号冬ある。
4

4
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(冊各)

(略 )

(略 )

(略 )

(略 )

(略 )

二塩化エチ レ

ン)

1,2-ジ クロ

ロプロパン

(略 )

1,  1,  2,  2

-テ トラクロロ

■タン lttU名 四

塩化アセチレ

ン)

19の 2(略)

(略 )(略 )

22の 3(略 )

(略 )

(略 )

(略 )

二塩化エテ レ

ン)

1, 2-ジクロ

ロプロパン

(略 )

1, 1, 2, 2

-テ トラクロロ

エタン lttU名 四

塩化アセチレ

ン)

19の 2

(略 )

22σ)3

(※)法令番号は、令別表第 3第 2号の番号である。 (※)法令番号は、令別表第 3第 2号の番号である。
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(新設 )5 粉 じん

物の種類 試料採取方法 遊離けい酸含

土石、岩石、鉱
上 分粒装置を用いるろ過捕

集方法及び重量分析方法

二 相対濃度指示方法 (当該単

位作業場所における一以上

の測定点においてイに掲げ

エ ックス繰回

物、金属又は炭

素の粉 じん

折分析方法又

は重量分析方

法

る方法を同時に行 うことに

よつて得 られた数値又は厚

生労働省労働基準局長が示

として使用す る場合に限
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令不日2年 2月 17日

改正 令和 5年 4月 17白

個人サンプリング法による作業環境測定及びその結果の評価に関する

ガイ ドライン

第 1 趣旨等      :
1 趣旨

労働安全衛生法 (昭和47年法律第57号。以下 「安衛法」という。 )

第65条及び第65条 の 2においては、有害な業務を行 う屋内作業場その
1 

他の作業場で、政令で定めるものについて、必要な作業環境測定を行
い、その結果の評価に基づいて適切な措置を講ずることを事業者に義

務付けている。さらに、作業環境測定法 (昭和50年法律第28号。以下
「作環法」という。)第 3条等においては、当該作業場のうち政令で

定めるもの (以 下 「指定作業場」とぃ う。)について作業環境測定を

行 うときは、その使用する作業環境測定士に実施させること又は作業

環境測定機関に委託して実施することを事業者に義務付けている。

今般、化学物質の管理や有害業務の状況等を踏まえ、指定作業場に

おいて作業環境測定を行う際のデザイン及びサンプリングとして、従
r来のも、のに加えヽ当該指定作業場において作業に従事する労働者の身

体に装着する試料採取機器等を用いて行 う作業環境測定に係るデザ

イン及びサンプリング (以 下「個人サンプリング法」とぃう。)を新

たに規定するため、作環法の委任省令である作業環境測定法施行規則

(昭和50年労働省令第20号。以下「規則」というと)、 作業環境測定

基準 ぐ昭和ol年労働省告示第46号。以下「測定基準」という。)等が

改正され、令和 3年 4月 1日 より施行される。

本ガイ ドラインは、改正後の測定基準及び作業環境評価基準 (昭不日

63年労働省告示第79号。以下「評価基準」という。)に規定された事

項のほか、個人サンプリング法による作業環境測定を適切に実施する

ために事業者が実施すべき事項を二体的に示すことを目的としてい

るる

2 個人サンプリング法による作業環境測定の対象 となる測定

個人サンプ リング法による作業環境測定の封象 となる測定につい

ては、個人サンプリング法の特性が特に発揮できるものとして次のと

お り規定 されていること。

(1)労働安全衛生法施行令 (昭和47年政令第318号。以下 「令」とい



う。)別表第 3に掲げる特定化学物質のうち、令別表第 3第 1号 6

又は同表第 2号 2(3の 2、 5、 8か ら11ま で、13、 13の 2、 15、

15の 2、 19、 19の 4、 20か ら22ま で、23、 23の 2、 26、 27の 2、 30、

31の 2か ら33ま で、34の 3若 しくは36に 掲げるもの (以 下「個人サ

|ン プリング法対象特化物」とい う。)及び鉛に係る測定。

(2)令別表第 6の 2第 1号から第47号までに掲げる有機溶剤及び特定

化学物質障害予防規則 (昭和47年労働省令第39号。以下 「特化則」

とい う。)第 2条第 3号の 2に規定する特別有機溶剤 (以 下「有機

溶剤等」とい う。)に係る測定で行われるもの。

(3)粉 じん (遊離けい酸の含有率が極めて高いものを除く。)に係る

測定

3 基本的な考え方

(1)個人サンプ リング法による作業環境測定を実施するか否かについ

ては、事業者の任意の選択に委ねることとしてお り、個人サンプ リ

ング法による測定が可能 となる作業については、個人サンプ リング

法及び従来の方法のいずれによらても問題ないこと。事業者は、当

該選択に当たつでイま、衛生委員会等において労働者の意見も踏まえ

た上で十分に審議することが望ましいこと。

(2)個人サンプリング法による作業環境測定は、評価基準に基づき測

定値を統計的に処理 した評価値 と測定対象物質の管理濃度 とを比較

して作業場の管理区分の決定を行 うもめであり、いわゆる個人ばく

露測定には該当しないこと。

4 実施者

(1)事業者は、個人サンプ リング法による作業環境測定に係るデザイ

ン及びサンプ リングを行 うときは、個人サンプ リング法について登

録を受けている作業環境測定士に実施 させること。

(2)事業者は、自ら作業環境浪J定 を行 うことができないときであつて、

個人サンプリング法による作業環境測定に係るデザイン及びサンプ

リングを行 うときは、個人サンプ リング法について登録を受けてい

る作業環境測定機関又は指定測定機関 (以下「測定機関等」とい う。)

に委託すること。

(3)測定機関等は、個人サンプリング法による作業環境測定に係 るデ

ザイン及びサンプリングを行 うときは、個人サンプリング法につい

て登録を受けている作業環境測定士に実施 させること。



第 2 C測 定の実施方法

事業者又は測定機関等は、次に掲げるところにより、C測定 (測 定

基準第 10条第 5項第 1号から第 4号までの規定により行 う測定 (測定

基準第H条第 3項及び第 13条第 5項 において準用する場合を含む。 )

をい う。以下同じ。)を実施すること。

l C測定の趣旨及び単位作業場所

(1)C測定は、単位作業場所 (作業場の区域のうち労働者の作業中の

行動範囲、有害物の分布等の状況等に基づき定められる作業環境測

定のために必要な区域をいう。以下同じ。)における気中有害物質
の平均的な状態を把握するための測定であること。

(2)C測定における単位作業場所は、個人サンプリンゲ法の特性を踏

まえると、労働者の作業中の行動範囲により(作業する区域が複数

ある場合でも同一の単位作業場所となる場合があることから、従来
のA沢J定 (測 定基準第 2条第 1項第 1号から第 2号までの規定によ

り行 う測定 (測定基準第10条第 4項、第10条 の 2第 2項、第11条第
2項及び第13条第 4項 において準用する場合を含む。)をいう。以

下同じ。)の 単位作業場所より広範囲となる場合があること。また、

時間ごとに測定封象物質の濃度が大きく変動する作業場や複数の

測定対象物質を使用する作業場等を時間的又は空間的に異なる単

位作業場所として取り扱 う必要があるかについては、従来の単位作

業場所と同様の考え方で判断する必要があること。

2 試料空気の採取等及び均等ばく露作業 :

(1)試料空気の採取等は、単位作業場所において作業に従事する労働

者の身体に柴着する試料採取機器等を用いる方法により行 うこと。

なお、「試料採取機器等」の「等」には、検知管方式による測定機

器が含まれること。

(2)試料採取機器等の装着は、単位作業場所において、労働者にぼく

露される第 1の 2(1)か ら (3)の物質 (メ 下「測定対象物質」

とい う。)の量がほぼ均―であると見込まれる作業ごとに、それぞ

れ、適切な数の労働者に姑して行 うこと。ただしてその数は、それ

ぞれ、 5人 を下回つてはならないこと。

(3)(2)の 「ほぼ均―であると見込まれる作業」への該当の有無に

ついては、事前調査等により、単位作業場所における労働者の作業

中の行動範囲、測定姑象物質の分布等の状況等を踏まえて判断する

こと。



(4)(2)の 「適切な数の労働者」は、原貝Jと して単位作業場所にお

ける全ての労働者 とするが、作業内熔等の調査を踏まえ、単位作業

場所におけるばく露状態を代表できる抽出方法を用いて抽出された

数の労働者が含まれること。

(5)単位作業場所において作業に従事する労働者の数が 5人 を下回る

場合にあつては、同一の労働者が同一の作業 日のうち単位作業場所

において作業に従事する時間を分割 し、2以上の試料空気の採取等

が行われたときは、当該試料空気の採取等は、当該 2以上の採取さ

れた試料空気の数 と同数の労働者に対 して行われたものとみなす

ことができること。

3 試料空気の採取等の時間

(1)試料空気の採取等の時間は、単位作業場所において作業に従事す

る試料採取機器 を装着する労働者が同一作業 日の うち単位作業場

所において作業に従事する全時間とすること。ただし、当該作業に

従事する時間が 2時間を超える場合であうて、同一の作業を反復す

る等労働者にばく露 される測定封象物質の濃度がほぼ均―である

ことが明らかなときは、2時間を下回らない範囲内で、当該試料空

気の採取等の時間を短縮することができること。

(2)(1)の 「作業に従事する全時間」には、単位作業場所外におい

て作業に従事する時間は含まれないこと。また、 (1)の 「試料空

気の採取等の時間の短縮」は、作業に従事する時間が 2時間を超え

る場合のみに認められるものであり、当該時間が 2時間以下の場合

は、当該作業の全時間について試料空気の採取等を行 う必要がある

こと。

(3)2(5)に ついて、作業に従事する時間を分割 して試料空気の採

取等を行 う際にはヽ同一の労働者が同一の作業 日のうち単位作業場

所において作業に従事する全時間を均等に分割する必要があるこ

と。この場合、次の事項に留意すること。

ア 測定精度の確保の観点から、測定の定量下限値が別紙 1に掲げ

る測定姑象物質の管理濃度の10分の 1を上回ることがないように

測定時間を確保する必要があること。 _

イ:同一の労働者に複数の試料採取機器等を装着 して同時に試料空

気の採取等を行 うことは、当該時間の分割には含まれないこと。

4 試料採政方法及び分析方法

試料採取方法及び分析方法は、測定対象物質の種類に応 じて、別紙



第 3

2に掲げる試料採取方法又はこれと同等以上の性能を有する試料採取

方法及び月ll紙 2に掲げる分析方法又はこれと同等以上の性能を有する

分析方法とすること。

D測定の実施方法

事業者又は測定機関等は、4に掲げるところにより|、 D測定 (測 定

基準第10条第 5項第 5号及び第 6号の規定により行 う測定 (測 定基準

第11条第 3項及び第13条第 母項
|千

おいて準用する場合を含む。)をい

う。以下同じ。)を表施すること。

1 趣旨           
―

「 るだけでは労働者が有害物質への
D測走は、C測定の結果を評価下

大きなばく露を受ける可能性 々見逃すおそれのある作業が存在する

場合に、有害物質の発散源に近接する場所における作業に?いて測車

を行う趣旨のもつでめること9

2 試料空気の採取等及び試料空界の採取等の時間

(1)れ 定対象物質の発散源に近接する場所において作業が行われる単

位作業場所がある場合に→測定対象物質の発散源に近接すo場所に

ぉいて作業に従事する労働者の身体に装着する試料採取機器等を

用いる方法により行うこと
|

(2)試料空気の採募等は、当該十業が行われる時間の うち、空気中の

測定対象物質の濃度が最 1高 くなると思われる時閂に行 うこ
|。

(3)試料空気の採取等の時間は、連続 した15ノ刀
＼問とす る4要があるこ

と。したがつて、単位作業場所において作業に従事する労働者が1

人おあり、かつ当該者が甲一あ作業日のうち作業 I手 従事すo時間が

15分未満の場合、個人サンプリング法は適用できないことき

3 試料採取方法及び分析方法

試料採取方法及び分析方法は、測定対象物質の種類―に応じて、別紙

2に掲げる試料採取方法又はこれと同等以上の性能を有する試料採喜

方法及び別紙 2に掲げる分析方法又はこれと同等以上の性能を有する

分析方法とすること。

第 4 個人サンプリング法による作業環境測窄の結果の評価

事業者又は測定機関等は、次に掲げるところにより、個人サンプリ

ング法による作業環境測定の結果の評価を行 うこと。



1 評価値の計算
(1)同一の作業日にらぃてのみ測定を行った場合

第 1評価値及び第 2評イ面値は、次の式により計算するものとする。
中gβ色=bg娩 +1.645AttOg2鳴 +0.084
10gFぬ =logyl+1.151(10g2σ l+0.084)       ヽ

これらの本におぃて、ど曳、地、二及びβ携噂、必れぞれ次の値を表すものとする。

F曳 第 1評価値

地  C測定の測定値の幾何平均値
σi C測定の測定値の幾何標準偏差
どて
'2 

第 2評価値

(2)連続する2作業 日 (連続する 2作業 日について測定を行 うことができない合理的な理由がゎる場合にあっては、必要最小限の間隔を空けた2作業日。以下同|。 )に測定を行った場合
第 1評価値及び第 2評価値は、次の式により計算することができる。

bOど隼=:oOg比 +bg坐 )

+1.645
1

2
(16せ

2σ
l llog2σ2)!:(10g氏ゝ 二

1とg _ヽ)2

bgβ庇=:O。抗キおgり

+1‐ 1511:(10g2,1羊
l。どjc12)‐

|:(10g磁・i logコ
T2)2)

元客完戻離憲撃手と2亀
｀
ゴ乞!粋 色``σ2及悉咎r｀

そ
どQ_第 1評価値

粋  1日 目のC測定の測定値の幾何辛勇値
娩  2日 日のC測定の測疋

~イ
L盲 の幾何平均値

争 1,日 のC測

=の
測定値の幾何標準偏差

βら

乏

哲 2評価値

J定の測定値の
苦

何標準偏差



(3)計算に当たっての留意事項

計算に当たっては、次の事項に留意すること。

ア 測定対象物質の濃度が当該測定で採用した試料採取方法及び分

析方法によって求められる定量下限の値に満たない測定値がある

単位作業場所にあつては、当該定量下限の値を当該測定値とみな

すことと

イ 測定値が管理濃度の10分の 1に満たない測定値がある単位作業

場所にあつては、管理濃度の10分 の 1を 当該測定値とみなすこと

ができること。

ウ 有機溶剤等を 2種類以上含有する混合物に'係 る単位作業場所に

あっては、測定値ごとに、次の式により計算して得た換算値を当

該測定値とみなして、区分を行 うこと。この場合において、管理

濃度に相当する値は、,1と すること。

ビ≧吾+考 +…∵  ―
この式において、

｀
ビ、亀、ビ2… …及びβl、 ど2…

ぞれ次の値を表すものとする。

♂ 換算値

吼ヽビ2…
i 有機溶剤等の種類ごとの測定値

ど1、 現…… 有機溶斉J等 の種類ごとの管理濃度

は、それ

2 測定結果の評価

測定結果の評価は、単位作業場所ごとに、次に掲げる場合に応 じ、そ

れぞれア及びイの表に掲げるところにより、第 1管理区分から第 3管理

区分までに区分することにより行 うものとすることもなお、管理濃度は、

測定姑象物質の種類に応 じて別紙 1に掲げるところによること。

ア C測定のみを行った場合

C測定

第 1評価値
<管理濃度

第 2評価値
≦管理濃度
≦第 1評価値

第 2評価値
>管理濃度

第 1管理区分 第 2管理区分 第 3管理区分



イ C測定及びD測定を行らた場合

C測定

第 1評価値
<管理濃度

第 2評価値
≦管理濃度

≦第 1評価値

第 2評価値
>管理濃度

D
沢J

定

D測 定値
<管理濃度

第 1管理区分 第 2管理区分 第 3管理区分

管理濃度

≦D測定値
≦管理濃度 ×1.5

第 2管理区分 第 2管理区分 第 3管理区分

D測 定値
>管理濃度 ×1.5

第 3管理区分 第 3管理区分 第 3管理区分

第 5 作業環境測定の結果の評価に基づく措置

事業者は、第 4の 2の 区分に応 じて次の措置を行 うこと。

1 第 3管理区分に区分された場所

(1)直 ちに、施設、設備、作業工程又は作業方法の点検を行い、その

結果に基づき、施設又は設備の設置又は整備(作業工程又は作業方

法の改善その他作業環境を改善するため必要な措置を講 じ、当該場

所の管理区分が第 1管理区分又は第 2管理区分 となるようにしな

ければならないこと。

(2)(1)の 措置を講 じたときは、その効果を確認するため、当該場

所について測定対象物質の濃度を測定し、その結果の評価を行わな

ければならないこと。

(3)(1)及 び.(2)のほか、第 3管理区分に区分された場所につい

ては、労働者に有効な呼吸用保護具を使用させるほか、健康診断の

実施その他労働者の健康の保持を図るため必要な措置を講 じなけ

ればならないこと。

(4)第 4の評価に係る記録、 (1)の措置及げ (3)の評匈の結果を

次に掲げるいずれかの方法によって労働者に周知 しなければなら

ないこと。

ア 常時各作業場の見やすい場所に掲示 し、又は備え付けること。

イ 書面を労働者に交付すること。         ′   .

ウ 磁気テープ、磁気ディスクその他 これ らに準ずる物に記録 し、

かつ、各作業場に労働者が当該記録の内容を常時確認できる機器

を設置すること。

2 第 2管理区分に区分 された場所

(1)施設、設備、作業工程又は作業方法の点検を行い、その結果に・基



づき、施設又は設備の設置又は整備、作業工程又は作業方法の改善

その他作業環境を改善す るため必要な措置を講ず るよう努めなけ

ればならないこと。

(2)第 4の評価に係る記録及び (1)の措置を 1の (4)に掲げるい

ずれかの方法によつて労働者に周知 しなければならないこと。

第 6 作業環境測定の結果及びその評価の記録の保存

事業者は、次に掲げるところにより、作業環境測定の結果及びその

評価の記録を保存すること。             ´|

1 測定結果

(1)記録事項

測定姑象物質の濃度の測定を行ったときは、その都度次の事項

を記録すること。なお、ウの測定箇所においては、試料採取機器等

を装着 した労働者の氏名を記載する必要はなく、当該労働者を示す

番号等 (例 :労働者①)を用いること。

ア 測定 日時

イ 測定方法              1
ウ 測定箇所     ,
工 測定条件

オ 測定結果

力 測定を実施 した者の氏名

キ 測定結果に基づいて労働者の健康障害の予防措置を講 じたと

きは、その措置の概要

(2)記録の保存    と

記録の保存については、次のとお りとすること。

ア 個人サンプ リング法対象特化物及び鉛に係 る測定については 3

年間。ただし、令別表第 3第 1号 6に掲げる物又は同表第 2号 3の

2、  5、  8、  8の 2、  13の 2、 15、 15の 2、  19、 19の 4(23の 2、

26、 27の 2、
130、

31の 2、 32若 しくは34の 3に掲げる物に係る測定

並びにクロム酸等 (特化則第36条第 3項に規定するものをい うα )

を製造する作業場及びケロム酸等を鉱石から製造する事業場にお

いてクロム酸等を取 り扱 う作業場について行った令別表第 3第 2

号11又 は21に 掲げる物に係 る測定 (以 下 「クロム酸等に係る測定」

とい う。)については30年間。

イ 有機溶剤等に係る測定については 3年間。ただ し、特別有機溶剤

に係る測定については30年間。



2 測定結果の評
!価    :    r   i  :      :

(1)記録事項   上 ヤ

測定結果の評価を行ったときは、その都度次の事項を記録するこ

と

ア

イ

ウ

エ

評価 日時

評価箇所

評価結果

評価を実施した者の氏名

(2)記録の保存
イ
  記録の保存については、次のとおりとすること。

ア 低管理濃度特定化学物質及び鉛に係る測定については 3年間。

ただし、令別表第 3第 1号 6に掲げる物又は同表第 2号 13の 2、
i

19若 しくは27の 2に掲げる物に係る測定並びにクFム 酸等に係る

測定については30年間。               ド

イ 有機溶剤等に係る測定にういては 3年間。ただし、特別有機溶

剤に係る測定については30年間。             ィ



別紙 1

管理濃度

1 個人サンプリング法紺象特化物

法令

番 号

(※ )

物 の種類 管理濃度

令別表第 3第 1号

6 ベ リリウム及びその化合物 ベリリウムとしてo.001mg/m3

令別表第 3第 2号

2 アクリロニ トリル 2 ppm

3の 2 イ ンジウム化合物

5 エチ レンオキシ ド l ppm

8 オー ラミン

8の 2 オル トー トルイジン l ppm

9 オル トーーフタロジエ トリル 0.01mg//m3

10 カ ドミウム及びその化合物 カ ドミウムとしてo.05mg/m3

11 クロム酸及びその塩 クロムとしてo.05mg/m3

13 五酸化バナジ ウム バナジウムとしてo.o34g/m3

13の 2 コバル ト及びその無機化合物 コバル トとして0.02れ g/m3

15 酸化 プロピレン 2 opm

15の 2 二酸化ニア ンチモ ン アンチモンとして0.lmg/m3

19 3, 3'― ジクロローT4,4:
―ジアミノジフェニルメタン

0.005mg//m3

19の 4 ジメチルーニ・ニージクロロビ
ニルホスフェイ ト

0.l mg//血 3

20 臭化 メチアレ l ppm

21 重 クロム酸及びその塩 クロムとしてo.05血意/m8
22 水銀及びその無機化合物 (硫化

水銀を除く。 )

水銀として0,025mg/m3

23 トリレンジインシアネー ト 0.005ppm

23の 2 ナ フタレン 10ppm

26 パラージメチルアミノアゾベン
ゼン

27の 2 砒素及びその化合物 (ア ルシン

及び砒化ガ リウムを除く。 )

砒素 として0,003mg/m3



30 ベ ンゼ ン

31の 2 ホル ムアルデ ヒ ド 0.lppm

32 マゼ ンタ

33 マンガン及びその化合物 マンガンとしてo。 95 mg/m3
34の 3 リフラクトリーセラミックフテ

イバー
5マィクロメー トル以上の繊維
として0,3本毎立方センチメー
トル

36 硫酸ジメチル

この表の管理濃度の値は、温度25度、
度を示す。           |

1気圧の空気中における濃考

(※ )法令番号は、令別表第 3の番号である。

2 鉛

3 有機溶剤

管理濃度

鉛及びその化合物 鉛 として0.o5mg//m3

備考 この表の管理濃度の値は、温度25度、
度を示す。

1気圧の空気中における濃

法令

番号

(※ )

物 の種類 管理濃度

1 アセ トン 500ppm

2 インブチルアルコール 50ppm

3 イツプロピルアルコール 200ppm

4 イ ンペ ンチルアル コール (別名
イ ンア ミルアル コール )

190ppm

5 エチルエーァル 400ppm

6 エチレングリコールモノエチル
エーテル (別名セロツルブ)

5 ppm

7 エチレングリコールモノエチル
エーテルアセテー ト (別名セロ
ツルブアセテー ト)

5 ppm

8 手チレングリコールモノーノル
マルーブチ″ェーテル (別名ブ
チァレセロノアレブ)

25ppm



ェチレングリロー

エーテル (別ろメ

ルモノメチル

チルセロゾル

ブ )

9

ンンジ
べ ゼロ ァレクトァレオ10

キシ レン11
5 ppm

12
10pp血

13
150ppm

ィゾブチル
酢 酸15

100ppm
ゾ ァレピロプイ酸酢16

酢酸イソ太ンチル (別 名酢酸イ

ノ`ア ミル )

200ppm
酢酸エチル18

ルチブマレ ァレーノノ酸酢19
200ppmピ ルロプァレマァレノ酸酢20

ン 名
― ノレ 男ll

(チルマァレノ酸酢
ァレ )アルマルノ酢酸

21

200ppm
22

25pp4
シ

ルへ ノサロ キク24

クロヘキサノン
シ25

１

名

ン
ジ

ン

レ 丹Ц(エ チロ ルク2
レ )チセアヒイ塩

28

30
ンフロ フドヒフトア34

200ppm
11 1

ン
リ

エ タルロクト135
20ppm

トルエン37
l ppm

二硫化炭素38
40ppm

ルマルヘキサイノ39
25ppm

40
100ppm

41
200ppm

メタノール42
ントケルエレ チノチメ44

50ppm
シ

ァレヘ ノロ キ サクルチメ45
50ppmン

シ
ヘ ノキ サロクチメ ル46

メチ″
~~ノ アレマアレーー

ン

ブチルケト
47



考 の の表 管理 濃 の度 イま値 温 52度 度
を度 小 す

1気圧の空気中における濃
(※ )法令番号は、令別表第 6の 2の番号でぁる。

特別有機溶剤

(※ )法令番号は、令別表第 3第 2 口

7デ の番号でぁる。

写 粉じん

4

法令

番 号

(※ )

3の 3 エチルバンゼン
11の 2

20ppm
ク ロロホル ム

3 ppm
18の 2

18の 3 4-ジォキサン1
10ppm

18の 4 ジ
ン

ン

1 2 ロク エロ タ (男J名
エ塩 イ監 チ レ

19の 2

10ppm

1 ン
ン

2 ロク ロ プ ノロ ミ l ppm
19の 3 クロ,ロ メタン (別名二塩化 メ

ン

チ レン)

2の 2 スチ レン
20ppm

の 3 1,  1, 2
エ タ ン (別
ン )

,2-テ トラクロロ
名 四塩化 アセチ レ

2の 4
ン 月U

ン

ア トフ ロク エロ レチ
( 名

パ ロク エル レチ )

2の 5 リ
ン

ト ク ロ ロ エ チ レ

3の 2

25ppm

10ppm
ノ

ン
メ チ ル イ ブ ルチ トケ 20ppm

考 の の表 管理 濃 の度 ′ま値 温 度 52 度
を度 不 す

1気圧の空気 中における濃

管理濃度― 土石、岩石
の粉 じん

、鉱物、金属又 は炭素 次 の式 に よ り
3.o

E=

■19Q+1

算定される値



この式 において、E及 びQは 、

それぞれ次 の値 を表す もの とす

る。

E 管理濃度 (単位 mg/m3)
Q 当該粉 じんの遊離けい酸含
有率 (単位 パーセン ト)



月U和氏2

試料採取方法及び分析方法

1 個人サンプリング法対象特化物

法令

番号

(※ )

物の種類 試料採取方法 分析方法

令別表第 3第 1号

6 ベ リリウム及びそ

の化合物

ろ過捕集方法 以光光度分析方法、原

子吸光分析方法又は蛍

光光度分析方法

令別表第 3第 2号

2 アクリロニ トリル 液体捕集方法、固

体捕集方法又は直

接捕集方法

一 液体捕集方法に

あっては、吸光光度

分析方法
二 固体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

3の 2 イ ンジウム化合物 測定基準第二条第
二項の要件に該当

する分粒装置を用
いるろ過捕集方法

誘導結合プラズヤ質量

分析方法

5 エチ レンオキシ ド 固体捕集方法又は

直接捕集方法

ガスクロマ トグ
′
ラフ分

析方法

8 オ‐ ラ ミン ろ過捕集方法 吸光光度分析方法

8の 2 オル トー トルイジ

ン

固体捕集方法 ガスクロマ トグラフ分

析方法

9 オル ト~フ タロジ

ー トリル
固体捕集方法及び

ろ過捕集方法

ガスクロマ トグラフ分

析方法

10 カ ドミウム及びそ
の化合物

ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は

原子吸光分析方法

11 クロム酸及びその

塩

液体捕集方法又は

ろ過捕集方法

吸光光度分析方法又 は

原子吸光分析方法

13 工酸化バナジウム ろ過捕集方法 吸光光度分析方法又は

原子吸光分析方法

13の 2 コバル ト及びその

無機化合物

ろ過捕集方法 原子吸光分析方法



ガスクロマ トグラフ分

析方法
固体捕集方法

酸化プロピレン15

原子吸光分析方 法
ろ過捕集方法

二酸化ニアンチモ

ン
ガぉク遺マトグラフ

析方法

分

己生≧|万 ¥生し
アミノジフエニル

メタン

19

ガスクロマ トグラフ

析方法

分
団体捕集方法

ジメチル十二・二

十ジクロロビニル

ホスフェイ ト

ぁ弩奪穏ξ硯挽晃度
分

召森籍集方法又は

耳種f毎タタヒηξ
グラ7分析方法

液イ本捕集方法、

体捕集方法又は

接捕集方法

固

直

イま又法方析分度光光吸
法方析分光子 吸原

液体捕集方法又は

ろ過捕集方法
の塩

重クロム酸みびそ
21

ぁ詈ぞ想行褒乾晃度
分析方法又は界子吸

光分析方法

固体捕集方法に

ぁっては、原子吸光

分析方法

液体捕集方券又は

回体捕集方法
水銀及びその無

化合物 (硫化水
機

銀

を除 く。 )

一 液体捕集方法に

ぁっては、吸半卜度

分析方法

二
ぁ冒ぞ想行客撞振旅
クロマ トグラフ分析

方 法

液体捕集方■又
固体捕集方券

イま

トリレンジイゾシ

アネー ト

ガスクロマトグラフ分

析方法
回体捕集方法

23の 2

吸光光度分析方 法
ろ過捕集方法 ´

パラージメチルア

ミノアブベンゼン
26

イま又法方析分庁又光光吸
法方析分光子 吸原砒素及びその化合

物 (ア ル シン及び
27の 2



砒 化ガ ノウムを除
く。 )

液体捕集
体捕集方
接捕集方

方法、固
法又 は直
法

体捕集方法に

ゑ屏雰攘警ヽナ光度

直屡籟套窪漕云雪
がケシパ幕そ屋

マト

液

31の 2 ホルムァルデヒド 固体捕集方法 ガスク

析方法

ロマ トグラフ分
又は高速液体ク

ロマ トグラフ分析方法32
ろ過捕集方法 吸 光 光 度 分 析 方 法38 マンガン及 びその

化合物
分粒装置を用いる
ろ過捕集方法

光啜 光 度 分 析方 法 ′ま又
子原 吸光 分 析 方 法34の 3 リフラク トリーセ

ラミンク7ァ イ
バ

ヒ
ー

ろ過捕集方法

液体捕
体捕集
接捕集

集方法、固
方法又は直
方法

液体捕集方法に

ゑ屏雰盤ヽ吸半光度

直屡熔磐奢憲漕蚤ぢ
募グシパ幕そ屋マト(※ )法令番号は、令別表第 3の番号である。

2 鉛

3 有機溶剤

物の種類 試料採取方法 分析方法及びその化合物鉛
ろ過捕集方法 光袋 光 度 析分 法方 ′ま又

子原 吸 光 分 析 方 法

法令

番号

(※ )

試料採取方法 分析方法

液体捕集
体捕集方

接捕集方

方 法 、 固

法又 は直

法

液体捕集方法に

ゑ屏雰盤、以光半度



団体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

ガスクロマ トグラフ分

析方法
国体捕集方法xは
直接捕集方法

ィンブチルアル

コ ー ル

2

一 液体捕集方法に

ぁっては、吸光光度

分析方法

二 国体捕集方法又は

直接捕集方法にあら

ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

液体捕集方法、固

体捕集方法又は直

接捕集方法

インプロピルアル

コ ー ァレ

ガスクロマ トグラフ分

析方法
固体捕集方法碁は

直接捕集方法
イノペンチルアル

コール (別名イン

アミルアルコ~

ル )

ガスクロマトグラ7分

析方法
固体捕集方法又は

直接捕集方法
ェチルエ~テル5

液体捕集方法に

ぁっては、吸光光度

分析方法

固体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

液体捕集方法(固
体捕集方法丞は直

接捕集方法

ェチレングリ平▼

ルモノエチル手~

テル (別名セロゾ

ルブ)

液体捕集方法に

ぁぅては、吸光光度

分析方法
固体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

液体捕集方法、固

体捕集方法又 lま 直

接捕集方法

ェチレングリコー

ルモノエチノンエ下

テ′レアセテ ~ト

(別名セ ロゾルブ

アセテー ト)

スクロマ トグラフ分

析方法
団体捕集方法又は

直接捕集方法
ェチレングリコー

ルモノーノルマ″
ィブチル手~テ ル

(別名 ブチルセ ロ

ゾルブ )

ガスクロマ トグラフ分

析方法
固体捕集方法又は

直接捕集方法
ェチレングリコー

ルモノメチルエー

テル (別 名メチル

セロゾルブ)

9



10 オル トーージクログレ
ベ ンゼ ン

固体捕集方法文は
直接捕集方法

ガ

析身盗Fマ |グ
ラフ分

液体捕集方法に

ゑ屏毒攘ヽ4半 1度
二 固体捕集方法又は
直接捕集方法にあっ
ては、ガスクロマ ト
グラフ分析方法112

ガ

析身盗
▼
Tト

グラ7分
13

固体捕集方法又は
直接捕集方法

ガ

析方盗
ロマトグラフ分

15
液体捕集方法、固
体捕集方法又は直
様捕集方法

液体捕集方法に

わつては、袋光光度
分析方法

下 固体捕集方法又は
直接捕集方法にあっ
ては、ガスクロマ ト
グラフ分析方法

液体捕集方法、固
体Ⅲ集方法又は直
接捕集方法

燎体捕集方法に
あうては、吸光光度
分析方法

二:固体捕集方法又

'ま

直接捕集方法にあっ
ては、ガスクロfマ ト
グラフ分析方法17 酢酸ィンペンチル

(別名酢酸インア
ミル )

固体捕集方法又は
直接捕集方法

集方法、固
体捕集方法又は直
接捕集方法

体捕 液体捕集方法に
あつては、吸光光度
分析方法

二 固体捕集方法又 は
直接捕集方法 にあっ
ては、ガスクロ幸 ト
グラ7分析方法19 ノルマル ーブ酢酸

チル
液体捕集方法、固
体捕集方法又は直
接捕集方法

液体捕集方法に
あつては、吸光光度
分析方法

_ 匿l体捕集方法又 は
直接捕集方法 にあっ



ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

1液体捕集方法に

ぁっては、吸光光度

分析方法

団体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

液体捕集方法、国

体捕集方法又1ま
直

接捕集方法

酢酸ノルマループ

ロ ピ ァレ

ガスクロマ トグラフ分

析方法
固体捕集方法又は

直接捕集方法 :

酢酸ノルヤルーペ

ンチル (別名酢酸

ノルマルーアミ

ル )

21

ガスクとマ トグラフ分

析方法
団体捕集方法又は

直接捕集方法
22

ガスクロイトグラフ分

析方法
固体捕集方法

シ ク ロヘ キサ ノー

ル

24

液体捕集方法に

ぁっては、吸光光度

分析方法

固体捕集方法に

あつては、ガスクロ

マ トグラフ分析方法

液体捕集方法又は

固体:捕集方法

ガスクロマ トグラフ分

析方法
団体捕集方法又は

直接捕集方法
1, 2-ミンクログレ

ェ チ レン (別名 二

塩化アセチ レン)

28

ガスクロマ トグラフ分

析方法
団体捕集方法N,N‐ ジメチル

ホルムア ミド
30

ガスクロマ トグラフ分

析方法
固体捕集方法又は

直接捕集方法
テ トラヒドロフラ

ン

一 液体捕集方法に

ぁらては、吸光光度

分析方法

固体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

液体捕集方法、固

体捕集方法又は直

接捕集方法

1, 1, 1-ト リ

クロルエタイ

液体捕集方法に

ぁっては、吸光光度

分析方法

液体捕集方法(口
体捕集方法又噂直

接捕集方法

37



固体捕集方法又は
直接捕集方法にあっ
て1ま 、ガスクロ■ ト
グラ7分析方法

体捕集方法、固
体捕集方法又は直
接捕集方法

液 一 液体捕集方法に
あつては、吸光光度
分析方法

二 固体捕集方法に

つつては、吸光光度
ノ刀ヽ析方法又はガスク
ロマ トグラフ分析方
法

三 直接捕集方法に
わうては、ガスクロ
マィトグラフ分析方法39

固体捕集方法又は
直接捕集方法 扉身盗

ロマトグラフ分
液体捕集方法、固
体捕集方法又は直
接捕集方法

液体捕集方法に
あつては、吸光光度

十分析方法
二 固体捕集方法又は
直接捕集方法にあっ
ては、ガスクロマ ト
グフ7分析方法

液体捕集方法、固
体捕集方法又は直
接捕集方法

二 液体捕集方法に
あつては、吸光光度
分析方法

二 固体捕集方法又は
直接捕集方法にあっ
ては、ガネクロマ ト
グラフ分析方法

液体捕集方法、固
体哺集方法又は直
接捕集方法

一 輩体捕集方法に
あつては、吸光光度
分析方法

二 固体捕集方法又は

嘩接捕集方法にあっ
ては、ガスクロマ ト
|グ ラフ分析方法

メチルエチルケ ト
ン

液体捕集方法、固
体Ⅲ集方法又は直
接捕集方法

―
一 液体捕集方法に
あつては、吸光光度
分析方法



二 固体捕集方法又は

直接捕集方法にあっ

ては、ガスク遺マ ト
グラフ分析方法

45 メチルシクロヘキ

サノール
固体捕集方法 ガスクロマ トグラフ分

析方法

46 メチルシクロヘキ

サソ ン
固体捕集方法 ガスクロマ トグラフ分

析方法

47 メチルーーノルマル

ーブチル ケ トン

固体捕集方法又は

直接捕集方法

ガスクロマ トグラフ分

析方法

(※ )法令番号は、令別表第 6の 2の番号である。

4 特別有機溶剤

法令

番号

(※ )

物 の種類 試料採取方法 分析方法

3の 3 エチルベンゼン 固体捕集方法又は

直接捕集方法

ガスクロマ トグラフ分

析方法

11の 2 ク ロ ロホル ム 液体捕集方法、固

体捕集方法又は直

接捕集方法

一 液体捕集方法に

あつては、吸光光度

分析方法
二 固体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

ては、ガスクロマ ト
グラフ分析方法

18の 2 四塩化炭素 液体捕集方法又は

固体捕集方法

一 波体捕集方法に

あつては、吸光光度

分析方法
二 固体捕集方法に

あっては、ガスクロ

マ トグラフ分析方法

18の 3 1 4-ジオキサ
ン

固体捕集方法又は

直接捕集方法

ガスクロマ トグラフ分

析方法

18の 4 1, 2-ジ クロロ

エ タン (別名二塩

化エチ レン )

液体捕集方法、固

体捕集方法又は直

接捕集方法

一 液体捕集方法に

あうては、吸光光度

分析方法
二 固体捕集方法又は

直接捕集方法にあら

ては、ガネク宦マ ト
グラフ分析方法



19の 2 1, 2-―ジクロロ

プロパン
固体捕集方法 ガスクロマ トグラフ分

析方法

19の 3 ジ ク ロロメタ、ン

(別名 二塩化 メチ

レン )

固体捕集方法又は

直接捕集方法

ガスクロマ トグラフ分

析方法

22の 2 スチ レン 液体捕集方法、固

体捕集方法又は直

接捕集方法

一 液体捕集方法に

あつては、吸光光度

分析方法
二 固体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

22の 3 1, 1, 2, 2-
テ トラクロロエ タ

ン (別名 四塩化 ア

セチ レン)

液体捕集方法又は

固体捕集方法 ・
一 液体捕集方法に

あつては、吸光光度

分析方法
二 固体捕集方法に

あつては、ガスクロ

マ トグラフ分析方法

22の 4 テ トラクロロエチ

レン (別名パー ク

ロルエチ レン)

固体捕集方法又は

直接捕集方法

ガスクロマ トグラフ分

析方法

22の 5 トリク ロロエテ レ

ン

液体捕集方法、固
体捕集方法又は直
接捕集方法

一 液体捕集方法に

あつてはヽ吸光光度

分析方法
二 固体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

てはゞ ガスクロマ ト

グラフ分析方法

33の 2 メチルイツブチル

ケ トン
液体捕集方法、固
体捕集方法又は直
接捕集方法

一 液体捕集方法に

あっては、成光光度

分析方法
二 固体捕集方法又は

直接捕集方法にあつ

ては、ガスクロマ ト

グラフ分析方法

(※ )法令番号は、令別表第 3第 2号の番号である。

物の種類 試料採取方法 遊離 けい酸含有率涙1定

方法

5 粉 じん



土石、岩石、鉱物、金属又
は炭素の粉 じん

イ 分粒装置を用
いるろ過捕集方
法及び重量分析
方法

口 相対濃度指示

方法 (当 該単位
作業場所におけ
る一必上の沢与定

点においてィに

掲げる方法を同
時に行 うことに
よって得 られた

数値又は厚生労

働省労働基準局

長が示す数値を

質量濃度変換係

数 として使用す
る場合に限
る。 )

エンクス線回折分析方
法又は重量分析方法




